付属資料（構成員用）

（様式Ｓ４）
平成　　年　　月　　日
配置技術者調書
日本遺産事業推進事務局　様
　　　 

住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　工事名称　：　平成29年度竹内街道・横大路（大道）の日本遺産に係る街道表示板設置工事
当該工事に配置する技術者は、下表のとおりです。

	技術者区分
	監理技術者　・主任技術者　　　　　　　　　※いずれかを選択

	技術者氏名
	

	生年月日
	

	入社年月日
	

	資格・免許
	例１：　１級○○施工管理技士

（監理技術者資格者証 交付番号：　　　　　　　　　　　）　

	工事経験
	工事名
	

	
	発注機関
	　　　　　　　　　　　

	
	施工場所
	

	
	契約金額（税込）
	

	
	工　　　期
	　平成　　年　　月　　日　　～　　平成　　年　　月　　日

	
	役　　　割
	（監理技術者、主任技術者、担当技術者の何れかを記載）

	
	従事期間　
	　平成　　年　　月　　日　　～　　平成　　年　　月　　日

	
	工事概要
	

	
	コリンズ番号
	


＜注＞

※１　配置技術者は、各々１名のみ記載とします。
※２　工事経験欄は入札公告で施工経験を求めている場合のみ記入して下さい。

※３　従事期間をコリンズ登録証で確認できない場合は、確認できる資料（発注者の証明書等）を提出してください。

※４　実績として記載した工事の工期に対して従事期間が短い場合は、明示した同種工事の実績を満たしていることが確認できる資料(最終の実施工程表等)を提出してください。

※５　入札公告で当該技術者の専任を求めている場合、他工事に従事している者、建設業法に規定する経営業務の管理責任者及び営業所の専任の技術者は、本工事の専任の技術者として配置できません。

（ただし、専任の技術者であっても、「監理技術者制度運用マニュアル（平成１６年３月１日国土交通省総合政策局建設業課長通知）」において、専任を要しないと明記されている期間については、この限りではありません。）【別記参照】
※６　当該技術者は、直接（入札公告で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。

※７　落札候補者は、配置技術者の照合が可能な書類を提出してください。（原本及び写し）
提出書類については、電子入札公告を確認ください。
【別記】


監理技術者制度運用マニュアル（抜粋）

三　監理技術者等の工事現場における専任

（２）監理技術者等の専任期間

　
発注者から直接建設工事を請け負った建設業者が、監理技術者等を工事現場に専任で設置すべき期間は契約工期が基本となるが、たとえ契約工期中であっても次に掲げる期間については工事現場への専任は要しない。ただし、いずれの場合も、発注者と建設業者の間で次に掲げる期間が設計図書もしくは打合せ記録等の書面により明確となっていることが必要である。

① 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入または仮設工事等が開始されるまでの間。）

② 工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時中止している期間

③ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている期間

④ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、後片付け等のみが残っている期間

なお、工場製作の過程を含む工事の工場製作過程においても、建設工事を適正に施工するため、監理技

術者等がこれを管理する必要があるが、当該工場製作過程において、同一工場内で他の同種工事に係る

製作と一元的な管理体制のもとで製作を行うことが可能である場合は、同一の監理技術者等がこれらの

製作を一括して管理することができる。
注）　上記③については、主要機器を自社で製作（設計、製造、検査を自社で実施）する場合に適用します。

本工事が③の対象となる場合は、電子入札公告３入札参加資格の「配置技術者（主任技術者・監理

技術者）」欄に「工場製作のみで現場が稼動していない期間は、当該技術者の専任での配置を要し

ない。」と記載しております。

　
実務経験による主任技術者を配置する場合のみ本様式を提出すること。

（建設業法第７条第２号イ又はロに該当する者）

平成　　年　　月　　日
主任技術者経歴書　

日本遺産事業推進事務局　様

住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　     　　　　　

　（押印不要）　　

	区分
	工種
	該当区分　（該当する欄に○）

	
	○○工事
（入札公告で求める工事：土木一式等）
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　５年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ロ　　実務経験　１０年以上

	氏名及び

生年月日
	　○○　○○　　　（昭・平　　年　　月　　日　生）

	住　　　所
	

	学歴及び学科
	　○○大学○○学部○○学科　　（昭・平　　年　　月　　日　卒業）

	所属会社及び

入社年月日
	　○○株式会社　　（昭・平　　年　　月　　日　入社）


実務経験（※１　過去に所属した会社の実績の場合は工事名欄に当時の所属会社名も併せて記載すること。）

　　　　　　（※２　最低、年間１件は工事経験を記載すること。）
	工期
	発注者又は

注文者名
	工　事　名
	金額

（千円）
	現場代理人等の経歴

	例：平成１９年４月～

　　　平成１９年１２月
	大阪府○○部
	○○工業株式会社

△△管布設工事
	００，０００千円
	担当技術者
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